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平素は「フィデリティ・Jリート・アクティブ・ファンド」（以下、当ファンド）に格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当ファンドは、2016年5月24日に第41期決算を迎え、当期の分配金を、180円（1万口当たり/税引前）とさせて
いただきましたことをご報告いたします。

 分配金を引き上げた理由について

 Jリートは割高感のない水準

 堅調な業績の拡大が見込まれるJリート

 30兆円に向けて拡大が期待される日本の不動産投資市場

主なポイント

【分配金を引き上げた理由について】

当ファンドの累積投資額と基準価額の推移

なお、信託財産の成長と安定した分配を継続的に行う観点から、ファンドの収益の状況や投資環境などによって

分配金の水準を今後も見直す可能性があります。

以下の状況等を考慮し、分配金を引き上げることと致しました。
① マイナス金利政策の導入により、資金調達コストの低下などからJリートの業績拡大が期待されることや、

相対的に高い利回りに対するニーズの高まりなどを反映し、Jリート相場が堅調に推移していること
② 分配金をお支払いした後の基準価額が緩やかに上昇してきたこと

（注）2012年12月14日～2016年5月24日。東証REIT指数は2016年5月23日まで。期間初を10,000として指数化。東証REIT指数はご参考のために掲載していま
す。当ファンドのベンチマークではありません。
※基準価額は、運用管理費用（後述の「運用管理費用（信託報酬）」参照）控除後のものです。
※累積投資額は、ファンド設定時に10,000円でスタートしてからの収益分配金を再投資した実績評価額です。ただし、購入時手数料および収益分配金にかか
る税金は考慮していません。
※分配金は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。また、運用状況によっては分配を行わない場合があります。

収益分配金（過去5期分および設定来累計額）(1万口当たり／税引前）

第37期

(16年1月)

第38期

(16年2月)

第39期

(16年3月)

第40期

(16年4月)

第41期

(16年5月)

設定来

累計額

150円 150円 150円 150円 180円 5,890円
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【Jリートは割高感のない水準】

右上グラフに見られるように、1月29日に日本

銀行（以下、日銀）がマイナス金利政策の導入

を発表して以降、Jリート相場は堅調に推移し

ています。

 この背景には、マイナス金利政策の導入に

よって、リートの資金調達コストの低下（業績

改善による配当金の増加）が期待されること、

Jリートの相対的に高い利回りに対するニーズ

が高まっていること、年初から米ドルやユーロ

などに対して円高が進み、為替変動リスクを

直接受けない利回り資産に対するニーズが

高まっていることなどが想定されます。

（注）Bloombergなどよりフィデリティ投信作成。2016年1月29日～2016年5月
23日。期間初を100として指数化。

日本銀行によるマイナス金利政策発表後の

東証REIT指数と東証株価指数の推移

（注）Bloombergなどよりフィデリティ投信作成。2016年1月29日～2016年5月23日。
Jリートは東証REIT指数、国債は10年国債。

日本銀行によるマイナス金利政策

発表後のJリート、国債の利回り

日本銀行によるマイナス金利政策
導入の発表（1/29）

利回り差は拡大
1月29日 3.03％⇒5月23日 3.14%

右下グラフに見られるように、マイナス金利

政策発表後のJリート相場が堅調に推移する

中、Jリートの配当利回りは3％程度で推移し

ています。

 10年国債利回りが、マイナス金利政策発表後

に0％を下回る水準に低下する中で、国債

利回りとの差は逆に拡大しています。

＋6.8％

▲5.6％
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【堅調な業績の拡大が見込まれるJリート】

 右上グラフに見られるように、Jリートの一口

当たり配当金は堅調に拡大することが見込ま

れています。

 マイナス金利政策は、借入金に対する支払

利息の減少という形でJリートの業績にプラスの

要因となります。また、市場に流通する潤沢な

資金が不動産市場に流入することにより、

リートが保有する不動産の価格が上昇するな

どの効果も期待されます。

 日本企業の業績が円高などの影響もあり、

やや足踏み状態となる中で、Jリートの堅調な

業績は、相対的な安心感につながることも期待

されます。

（注）Bloombergなどよりフィデリティ投信作成。2011年12月～2018年12月。一口当たり
配当金は東証REIT指数（配当込み）と配当利回りから算出。2016年12月～2018年12月
の一口当たり配当金は、2015年12月～2018年12月までの一口当たり配当金の各年の
伸び率の単純平均をもとにした推計値。

Jリートの時価総額と不動産投資

市場の成長目標

東証REIT指数（配当込み）

の一口当たり配当金の推移

（注）不動産証券化協会、国土交通省などよりフィデリティ投信作成。2001年～
2020年。2001年～2015年まではJリートの時価総額、2020年は不動産投資市
場政策懇談会の成長目標をもとにした私募ファンドなども含む数値。

【30兆円に向けて拡大が期待される日本の不動産投資市場】

物流、ヘルスケア、観光などの
成長分野における不動産投資
の促進

 Jリートは2001年に第1号が上場してから、2015

年末には時価総額が10兆円を超える規模に

拡大してきました。

 Jリート市場が創設された当初はオフィスビルや

住宅、商業施設などがリート保有物件の大半を

占めていましたが、近年では、物流施設や介護

関連施設、リゾートホテルなど、社会のニーズ

の変化に対応して、物件の種類も多様化してい

ます。

 政府は、資産デフレの脱却を底堅いものにし、

不動産ストックの質的・量的向上に向け、不動

産市場の裾野と厚みを拡大するため、2020年

の不動産投資市場を約30兆円とする目標を

定めました。

 目標達成に向けて、遊休資産や再生不動産の

活用（リノベーション）、耐震化の推進などにより

良質な不動産が増加し、Jリートも更に拡大

することが期待されます。

上記は作成時点の情報をもとにした推計であり、将来の動向などを示唆・保証するものでは
ありません。
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■フィデリティ・Ｊリート・アクティブ・ファンド 販売会社情報一覧（順不同）

金融商品取引業者名 登録番号 日本証券業協会
一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

いよぎん証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○

株式会社ジャパンネット銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第20号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

＊上記情報は当資料作成時点のものであり、今後変更されることがあります。
販売会社によってお申込みの条件、制限等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 IM160524-1  CSIS160524-8


